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平
成
15
年
第
３
回
定
例
市
議
会
は
、
去
る
６
月
10
日
に
招
集

さ
れ
、
30
日
に
21
日
間
の
会
期
を
終
え
ま
し
た
。�

　
こ
の
定
例
市
議
会
で
は
、
非
常
勤
消
防
団
員
に
係
る
退
職
報

償
金
の
支
給
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
な
ど
、
合
計
20
の
案

件
を
審
議
し
ま
し
た
。�

　
ま
た
、
本
会
議
最
終
日
に
は
、「『
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制

度
の
堅
持
』
を
求
め
る
意
見
書
」
な
ど
、
２
件
の
意
見
書
を
可

決
し
、
直
ち
に
関
係
大
臣
等
に
送
付
し
ま
し
た
。�
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6月定例会�生命や財産を守る�
　消防団の活躍に期待�

　この６月定例会では、「非
常勤消防団員に係る退職報償
金の支給に関する条例の一部
改正案」を審議しました。�
　これは、消防団員の処遇改
善を図るため、階級や勤務年
数に応じた退職報償金支給額
について、勤務年数５年以上
１０年未満の団員で、現行１４万
円から１４万２０００円に引き上げ
るなどの改定を行おうとする
ものです。�

　今後とも、災害発生時にお
ける消火活動や救助・救出活
動など、地域住民の生命や財
産を守るために、消防団が大
いに活躍されるよう期待しま
す。　　　　　　　　　　　
　また、この定例会では、「平
成１５年度一般会計補正予算（第
１回）」についても審議して
います。�
　これは、県の雇用創出を目
的とした緊急地域雇用特別交

付金を活用して、小・中学校
における学校図書館の書誌を
データベース化し、蔵書の管
理やレファレンス（調べもの
の相談）サービスの充実など
を図ろうとするものです。�
　その審査では、この事業を
実施することによる雇用創出
の効果や書誌データベースの
具体的な活用方法などについ
て、活発な論議が交わされま
した。�
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　このコーナーでは、市議会の
機能や役割などを紹介するとと
もに、１年間にわたる議会の活
動状況などをお知らせしています。�
　今回は、議会の中心的な権限
である「議決権」について、議
会が議決すべき事項、いわゆる「議
決事件」の具体的な内容等を紹
介します。�

第
３
回
市
議
会
（
定
例
会
）
日
程�

第１日（6月10日）�
○会期の決定�
○平成14年度一般会計予算の繰越明許費繰越しなど〔４件〕
⇒報告�
○平成15年度国民健康保険事業特別会計補正予算など�
　〔２議案〕⇒表決�
○市功労者表彰〔４議案〕⇒表決�
○非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一
部改正など〔２議案〕⇒市長提案説明�

〈議　案　熟　読〉�
第２日（6月16日）�
○非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一
部改正など〔２議案〕⇒質疑・委員会付託�
○一般質問�
第３日（6月17日）�
○一般質問�
第４日（6月18日）�
○一般質問�

〈常任委員会審査〉�
第５日（6月30日）�
○非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一
部改正など〔２議案〕⇒各委員長報告・質疑・討論・表決�
○公平委員会委員の選任〔１議案〕⇒質疑・討論・表決�
○選挙管理委員会委員の選挙〔１議案〕⇒選挙�
○選挙管理委員会委員補充員の選挙〔１議案〕⇒選挙�
○農業委員会委員の推薦〔１議案〕⇒表決�
○意見書案〔２件〕⇒表決�
○請願〔２件〕⇒表決�

　地方議会の議決権は、大き
く二つに分けられます。�
　その一つは、条例の制定改
廃や予算などを議決する「地
方公共団体の意思（団体意思）
を決定する権限」です。もう
一つは、議員が提案する意見
書の議決や決議を行うことな
ど、「議会自身の意思（機関
意思）を決定する権限」です。�
　一般的に、地方議会は、地
方公共団体の議決機関として
認識されています。そこで今
回は、「地方公共団体の意思

（団体意思）を決定する権限」
について紹介します。�
　議会が、その地方公共団体
の意思を決定するために議決
すべき事項、すなわち「議決
事件」については、団体の事
務執行を決定する重要なもの
で、住民の生活に大きな影響
を与えます。そのため、特に
基本的で重要な事項について、
地方自治法に列挙されています。�
　その具体的な内容としては、
条例の制定・改廃、予算の議
決、決算の認定、地方税の賦

課・徴収、契約の締結や財産
の取得・処分などの項目に限
定されています。�
　ただし、同法において、「そ
の他法律又はこれに基づく政
令により議会の権限に属する
事項」もまた議決事項である
とされていることから、議会
の議決事項の範囲はかなり広
く、地方公共団体の主要な事
項、とりわけ、住民の権利・
義務に関する事項は、その権
限として包含されていると言
えます。�

　このように議決事件は、広
範・多岐にわたるとともに、
住民の生活に影響を与える重
要な事項であるだけに、その議
決に際しては、多角的で慎重な
審議が求められると言えます。�

議会が議決すべき事項は�議会が議決すべき事項は�

議員から�
暑中見舞いを出すことは、�

公職選挙法で�
禁止されています。�

　皆様のご理解とご協力を　  �
お願いいたします。�

常任委員会の所管（担当）範囲は�



○農業委員への農漁村女性登用
に関する要望書�

○有事法制に関する要請書�
○義務教育諸学校の学校事務職
員・栄養職員に対する義務教
育費国庫負担制度堅持と定数
配置基準の改善を求める意見
書提出に関する陳情書�

○スポーツ施設の拡充整備に関
する要望書�

○幼稚園・保育所の「一元化」
保育所調理室の必置規制撤廃
論議に関する意見書提出の陳
情書�

○「保育所運営費の一般財源化」
に関する意見提出の陳情書�

本
会
議
・
委
員
会
開
催
状
況�
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�
○一庫ダム周辺整備調査特別委員会
（一庫ダム周辺整備について）�

○文教公企常任委員会行政視察（川
口市・幼小中一貫教育の取り組み
について）�

○文教公企常任委員会行政視察（鹿
沼市・学社融合の取り組みについ
て）�

○建設常任委員会行政視察（須崎市・
水と緑の川端シンボルロードにつ
いて）�

○建設常任委員会行政視察（中村市・
トンボ自然公園・四万十川学遊館
について）�

○総務常任委員会行政視察（西東京
市・田無市と保谷市との合併につ
いてなど）�

○総務常任委員会行政視察（杉並区・
杉並区自治基本条例についてなど）�

○厚生経済常任委員会行政視察（本
庄市・資源ごみ分別収集について）�

○厚生経済常任委員会行政視察（多
摩ニュータウン環境組合・リサイ
クルセンターの運営状況について）�

○厚生経済常任委員会（市内福祉施
設の視察について）�

○議会運営委員会�
�
○議会運営委員会�
○第３回市議会定例会（招集日）�
○議会運営委員会�
○広報委員会�
○第３回市議会定例会（第２日）�
○第３回市議会定例会（第３日）�
○第３回市議会定例会（第４日）�
○総務常任委員会�
○文教公企常任委員会�
○議会運営委員会�
○厚生経済常任委員協議会（認可保

育所「川西共同保育園」及び「パス
テル保育園」の建設についてなど）�

○議会運営委員会�
○第３回市議会定例会（最終日）�
○議員協議会（第61回国民体育大会
の経過と予定についてなど）�

○議会運営委員会�
�
○議会運営委員会�
○広報委員会�
○情報公開協議会（本会議・委員会
等会議録のインターネット配信に
関する取扱要綱について）�

○厚生経済常任委員協議会（北部処
理センターの現状について〔視
察〕）�

○飛行場対策周辺整備調査特別委員
会（平成15年度大阪国際空港騒音
対策協議会運動方針〔案〕につい
て）�
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　現在、子供たちを取り巻く
教育環境は、いじめなど危機
的状況にあり、個に応じた対
応ができるような教職員定数
の改善が急務となっている。�
　一昨年度から第７次教職員
定数配置改善計画が実施され
加配による定数改善が行われ
たが、学級編成基準の見直し
は見送られ、定数増はわずか
なものでしかない状況にある。�
　よって当市議会は、この改
善計画を完結するとともに、
30人以下学級をはじめ少人
数教育が可能となる学級編成
基準の見直しを行うほか、教
育課題集中校及び小規模校等
への教職員の加配等を実施す
べく、緊急予算措置を講ずる
よう、強く要望する。�

　国の予算編成過程において、
学校事務職員及び栄養職員の
給与費等を国庫負担制度の適
用除外とする措置が検討され、
来年度の予算編成に際しても、
検討の対象となることが予想
されている。�
　この措置は、学校事務職員
及び栄養職員の存立基盤を危
うくさせることに加え、教育
行政全体の国庫負担減額の突
破口になりかねず、地方自治
体財政に与える影響が増大し、
義務教育の円滑な推進に支障
をきたすことからも、断じて
容認できない。�
　よって当市議会は、現行の
義務教育費国庫負担制度を堅
持するなどの措置を講ずるよ
う、強く要望する。�

『教育予算の充実』
を求める意見書�
〈要旨〉�

要旨�

『義務教育費国庫負
担制度の堅持』を求
める意見書〈要旨〉�

議員　介護保険は、制度が開始され
てから３年が経過し、本年の４月か
らは、第２期介護保険事業計画に基
づき事業が推進されているが、今後
の課題への対応について伺いたい。�
保健福祉部長　第２期介護保険事業
計画では、居宅サービスの充実や施
設の整備など、介護サービスの基盤

整備等に努めていく考えである。�
　今後の対応としては、特別養護老
人ホームの入所待機者に対し、介護
の必要度に応じて優先的に入所でき
る措置を講ずるほか、ケアマネージ
ャーの資質向上に向けて、研修会を
実施するなどの対応を図りたいと考
えている。�

タクシー乗車券にも適用拡大を�
高齢者交通費助成事業�高齢者交通費助成事業�福祉�福祉�

議員　近年、育児休暇終了後に復職
される方が増加傾向にあり、復職す
る日が迫っても、子供を託すところ

がなく、不安を抱いておられるケー
スも多く見受けられる。�
　そこで、育児休暇明けに復職を予

定されている方が、保育
所への入所予約ができる
制度が導入できないか。�
保健福祉部長　保育所入
所待機児童が多数いる現
状では、育児休暇中の保
護者に特別枠を設けるこ
とは非常に難しいと考え
ている。�
　今後は、受け入れ枠を
残すなど、年度途中の入
所にも対処できるよう検
討を進めていきたい。�

導入 する考えないか �
保育所入所の予約制度�保育所入所の予約制度�福祉�福祉�

議員　本年５月１日、受動喫煙を防
止するため、施設管理者の努力義務
を明記する「健康増進法」が施行さ
れた。�
　これを受けて、学校や公共施設内
を禁煙にする自治体が増えているが、
本市の対応状況を伺いたい。�
総務部長　本市では、同法の施行に

伴い、庁内に「受動喫煙防止対策検
討会議」を設置し、市役所本庁舎を
全面禁煙とする方向で、細部にわた
る調整を進めている。�
　また、その他の公共施設は、本庁
舎に準じた対応をすることにより、
施設内環境の向上に努めたいと考え
ている。�

公共施設内“受動喫煙防止策”示せ�
本年5月「健康増進法」施行�本年5月「健康増進法」施行�総務�総務�

議員　平成１２年度から実施された市
民へのＩＴ講習会は、一定の成果を
収めたと聞いている。�
　そこで、この講習のために各公民
館に設置したパソコン機器の有効活
用について、どのように取り組んで
いるのか。�

生涯学習部長　パソコン機器の有効
活用については、平成１５年度、すべ
ての地区公民館において、パソコン
研修を実施する予定である。また、
公民館講座以外でも、パソコン同好
会のグループなどの利用に向けて、
現在、条件整備を進めている。�

今後の活用方針を聞く�
IT講習会のパソコン機器�IT講習会のパソコン機器�教育�教育�

議員　イギリスでは、幼稚園児のこ
ろから、人前で自分の考えを話すこ
とが求められるなど、口頭でのコミ
ュニケーション能力が重視されている。�

　国際化が進む中で、わが国の教育
も転換期を迎えていると思われるが、
本市教育の基本的な考え方を伺いた
い。�
教育振興部長　近年、国際化に伴い、
自己表現力やコミュニケーション能
力などが求められている。�
　新教育課程では、プレゼンテーシ
ョン（発表）能力などの向上が求め
られており、イギリスの教育に大い
に学ぶ点があると考えている。�

コミュニケーション能力を重視する�
『イギリスの教育』に学ぶ考えは�
コミュニケーション能力を重視する�
『イギリスの教育』に学ぶ考えは�

教育�教育�

議員　近年、都市化の進展などによ
り、子供の遊び場が少なくなってき
ているが、本市には、住宅地の近く
に里山や田畑が多く残っている地域
もある。こうした地域の民有地を活
用して子供の遊び場をつくることは
できないか。�
生涯学習部長　民有地を活用した子
供の遊び場は、子育ちにかかわる今
日的な課題であると考えており、土
地所有者の理解と協力が前提となる
が、コミュニティ推進協議会やＮＰ
Ｏなどとの連携を視野に入れながら、
今後の研究課題としていきたい。�

里山など民有地を活用できないか�
減少する“子供の遊び場”�減少する“子供の遊び場”�教育�教育�

議員　留守家庭児童育成クラブは、
平成１４年度では、市内１６小学校のう
ち４クラブで定員を超えていたが、
今年度の入所状況を伺いたい。�
生涯学習部長　昨年は、５月１日現
在で、４小学校において計１８名の待
機児童があったが、クラブ室の増設
等により、その解消を図ることがで
きた。�

　本年、５月１日現在の状況は、定
員９６５名に対し６２２名の児童が登録さ
れている。�

今年度の入所状況を問う�
留守家庭児童育成クラブ�留守家庭児童育成クラブ�教育�教育�

議員　広域ごみ処理施設組合の焼却
方式検討委員会から、新施設のごみ
搬入基準が示されているが、今後の
家庭系、事業系ごみの減量化に向け
た取り組み方針を伺いたい。�
環境事業部長　本市の家庭系、事業
系のごみの収集運搬方法は、現在６
分別であるが、施設組合で新たな搬

入基準が決定された場合、１０分別に
見直す必要がある。�
　このため、収集区分の変更に伴う
さまざまな課題の解決に向けて、部
内に検討部会を設置するとともに、
古紙類の資源化などについては、早
期に取り組めるよう、検討を進めて
いきたい。�

“時代の要請”省エネ施策�環境�
保全�

〈都市近郊型の農業〉�農林�

地域経済の活性化へ�商工�

「有事法制関連3法」�平和�

減量化に向けた取り組みは�
家庭系・事業系ごみ�家庭系・事業系ごみ�環境�

衛生�
環境�
衛生� “自 主 防 災 会”�消防�

情報化�ホームページの「掲示板」など利用し�
“市民が意見表明する場”の設定を�

「オープンガーデン」活動�公園・�
緑地�

コミュニティ政策�コミュ�
ニティ�

市花「リンドウ」�公園・�
緑地�

議員　高齢者交通費助成事業では、
７０歳以上の方を対象に、「寿ラガー
ルカード（１枚２０００円）」が半額で
購入できる助成購入書（年間６枚）
を送られているが、電車やバスを利
用できない体の弱い方などのために、
タクシー乗車券との選択制にできな
いか。�
保健福祉部長　タクシーの利用につ
いては、「体の弱い方」の基準や所
得要件、あるいは、国の補助制度と
の関連など多くの課題がある。�
　今後は、当該カードの使用を辞退
された方の理由をお聞きするととも
に、先進都市の事例等を調査する

など、研究を重ねていく考えであ
る。�

具体的 な 推進方針は�
福祉�福祉�「第2期介護保険事業計画」�「第2期介護保険事業計画」�
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土 田 　 　 忠 �
黒 田 　 美 智 �
倉 谷 八 千 子 �
村 上 　 祐 章 �
向 井 　 陽 子 �
西 山 　 博 大 �
岩 田 　 秀 雄 �
越 田 謙 治 郎 �
土 谷 　 一 郎 �
吉 田 　 　 進 �
北 上 　 哲 仁 �
梶 田 　 忠 勝 �
江 見 　 輝 男 �
多 久 和 桂 子 �
住 田 由 之 輔 �
黒 田 　 靖 敏 �
角 谷 　 悠 子 �
安 田 　 忠 司 �
大 谷 真 智 子 �
吉 富 　 幸 夫 �

○川西市における公共施設の維持管理について�
○行政ＳＲ作戦における事務事業見直しの進捗状
況、並びに、必要性が高まる事業と再編可能な
事業の選択及び時期と数値の明確化について�
○ＨＰを利用した行政情報の発信について�
○子ども向けのＨＰコンテンツの作成について�
○舎羅林山開発会社の固定資産税・都市計画税の
滞納について�
○地方分権化正念場において四位一体を!!�
○防犯に関する条例制定の推進について�
○文化芸術振興に対する市の取り組みについて�
○総合的な市民ネットワークの確立、活動拠点と
機能整備の助成や今後の方針など、『新しい社
会ニーズに対応するコミュニティ行政』につい
て�
○固定資産税の納期について�
○「川西市新行政ＳＲ大綱（川西市行財政改革大
綱）行動計画」について�
○介護保険料の軽減策の拡充及び利用料の軽減に
ついて�
○介護保険に関する川西市役所相談窓口、行政の
責任及び対応について�
○在宅介護（住宅リフォーム制度）の拡充につい
て�

○保育所入所児童と待機児童の実態及び待機児童
への対応策について�
○子育て支援の実施について�
○認可園に対する市の監督、指導及び援助につい
て�
○引きこもり相談窓口及び引きこもり検討委員会
の設置について�
○老人会ばなれの起因及び本市の加入率低下に対
する行政としての対応について�
○医療補助の拡充について�
○認可保育園の増設について�
○幼保一体化の考え方について�
○送迎保育ステーションについて�
○プレイルームの施設整備について�
○高齢者交通費助成の充実及びノンステップバス
導入の考え方について�
○転入・転出者に対する大型ごみの回収サービス
等について�
○川西市環境基本条例の制定に向けた市民参画に
ついて�
○地域に密着した環境基本計画の策定について�
○兵庫県版レッドデータブック評価と本市の環境
政策について�
○広域ごみ処理（土地選定）について�

○広域ごみ処理施設建設予定地とその周辺の文化
財及び動植物の実態について�
○公共施設におけるシックハウス症候群の予防対
策について�
○能勢電上平野踏切の改善について�
○舎羅林山開発入口の違法看板の撤去について�
○中央北地区整備事業における土地買収先行投資
の回収及び「住宅街区整備事業」撤回につい
て�
○「火打前処理場」と「皮革産業」について�
○中央北地区整備事業と行政ＳＲ作戦との関連に
ついて�
○大和循環バスの大和東１丁目への路線変更及び
朝・夕ラッシュ時の増便について�
○現在の平野～大和循環バスの問題点とその対応
及び市立川西病院を基点とした２路線の運行に
ついて�
○県道「切畑多田院線」の拡幅について�
○道路狭隘地域における火災対策について�
○地域安全対策及び対応策について�
○スポーツ施設の拡充整備について�
○留守家庭児童育成クラブの土曜日開室に向けた
具体的な計画について�
○校務分掌と学校主任制について�

○学校における国歌の指導について�
○教職員の勤務評定について�
○中学校の学校給食について�
○不登校児童の卒業後の追跡調査について�
○ＨＰを利用した学校からの情報発信について�
○地元でとれた野菜、特産物を使った学校給食に
ついて�
○川西市におけるビオトープの実態について�
○教育指導法のあり方事例（教師の基本的あり方）
について�
○総合センターなどの既存施設を活用した子ども
の居場所づくりについて�
○プレイリーダーの養成について�
○開かれた学校づくりに向けた「学校評議員制度」
の導入について�
○文部科学相が「教育の構造改革」を４つの理念
で整理されていることについて�
○小・中学校の二学期制導入の進捗状況について�
○学校のトイレの改修実態について�
○教育基本法と学校の自主性及び教育基本法を遵
守することについて�
○「心のノート」について�
○市立川西病院施設のトータルマネージメントに
ついて  

　一般質問は、本会議第2日目と第3日目、第4日目の3日間にわたり行われ、
20人の議員が、80項目について質問しました。�
　これらの質問のうち、18項目について、質問と答弁の要旨を掲載しました。�
　なお、要旨を掲載していない質問項目は、下段の「一般質問項目（掲載
分を除く）」をご参照ください。�

一般質問発言議員�
（発言順）�一

般
質
問
項
目�（
掲
載
分
を
除
く
）�

高齢者交通費助成事業�福祉�

保育所入所の予約制度�福祉�

本年5月「健康増進法」施行�総務�

IT講習会のパソコン機器�教育�

コミュニケーション能力を重視する�
『イギリスの教育』に学ぶ考えは�

教育�

減少する“子供の遊び場”�教育�

留守家庭児童育成クラブ�教育�

今 後 の 方 針 問 う �
“時代の要請”省エネ施策�“時代の要請”省エネ施策�環境�

保全�
環境�
保全�

議員　川西では、古くから米をはじ
め、イチジクなどの特産物や軟弱野
菜の栽培が盛んであるが、一方では、

都市化の影響などにより農業従事者
が減少してきている。�
　そこで、後継者が希望を持てる施策
の取り組みについて伺いたい。�
生活・人権部長　後継者対策と
しては、青年営農クラブに対し、
市農業振興研究会から各種品評
会・即売会への参画や各種技術
研修会参加などへの支援を行っ
ている。�
　また、県・市町・農業団体等
が一体となり、地域シンポジウ
ムを開催するなど、後継者の支
援に努めているところである。�

農林�
後継者への支援策は�

〈都市近郊型の農業〉�〈都市近郊型の農業〉�農林�農林�

議員　市民ニーズが多様化する中で、
市民の満足度を向上させるためには、
マーケティング・リサーチ（市場調
査）が重要であると考える。�
　ホームページ上の「掲示板」など
を利用し、特に若い世代が意見表
明できる場を設定する考えはない
か。�

企画財政部長　「掲示板」等につい
ては、その利便性は十分認識してい
るものの、市民がホームページに意
見を掲載されるときに、その内容を
行政が事前にチェックできないこと
から、今後は、人権にかかわる内容
などを確認した上で掲示できる方法
を調査・研究していきたい。�

ベンチャー企業への支援策示せ�
地域経済の活性化へ�地域経済の活性化へ�商工�商工�

議員　有事法制関連３法は、市民
に重大な影響を及ぼす恐れがあるが、
住民の命や暮らしを守ることが責
務である市の対応方針を伺いたい。�
企画財政部長　去る６月６日に成立
した有事法制関連３法案に関しては、
昨年１１月に全国市長会から、市民に

かかわりのある事項を明確にし、国
会において慎重審議を尽くすべしと
した要請を行っている。�
　この３法案は、わが国の平和と独
立並びに国及び国民の安全の確保に
資することを目的とするものである
と認識している。�

市 の 対 応 方 針 聞 く�
「有事法制関連3法」�「有事法制関連3法」�平和�平和�

議員　景気低迷の中で、地域経済の
活性化を担える企業を育成するため、

ベンチャー企業を支援する動きが自
治体に広がりつつある。�
　このような動きに対する市の考え
を伺いたい。�
生活・人権部長　本市におけるベン
チャー企業への支援策としては、市
商工会と共催し、起業家支援セミナ
ーを年５、６回開催してきている。�
　今後は、共同オフィススペースの
提供、事業支援総合窓口の設置や地
域人材データベースの設置など、起
業支援体制の整備が必要であると考
えている。�

家庭系・事業系ごみ�環境�
衛生�

議員　阪神・淡路大震災から８年が
経過し、その記憶が薄れる傾向にあ
るものの、日ごろからの災害への備
えは大変重要である。�
　そこで、自主防災会への今後の取
り組みについて伺いたい。�
消防長　市内に１７組織ある自主防災

会は、結成時期の違いから活動内容
に違いがある。�
　今後は、市民への啓発を行い、指
導マニュアルにより地域に見合った
指導を行うなど、全ての組織で、自
ら地域住民の救命活動などが行える
組織育成を支援していきたい。�

育成へ の 取り組 み 聞く�
“自 主 防 災 会”�“自 主 防 災 会”�消防�消防�

議員　意識を少し変えることで環境
保護やコスト削減ができる「省エネ
施策」は、時代の要請でもある。�
　本市では、エコスタイル（ノーネ
クタイ、ノー上着）により、夏季の庁
内温度を２８度に設定するなど、省エ
ネと電気料金の節約に努めているが、
今後の取り組みについて伺いたい。�
生活・人権部長　本市では、平成１２
年に策定した「川西市環境率先行動
計画」に基づき、温室効果ガスの排
出削減を目指してきているが、この
計画は、平成１６年度に終了すること
から、次期計画の策定時には、さら

に環境保護とコスト削減について検
討していきたい。�

情報化情報化�情報化�ホームページの「掲示板」など利用し�
“市民が意見表明する場”の設定を�
ホームページの「掲示板」など利用し�
“市民が意見表明する場”の設定を�

議員　全国各地で、個人の庭を一般
に公開する「オープンガーデン」活
動が行われている。�
　市としても、市内の緑化を推進す
るため、オープンガーデン活動に取
り組む考えはないか。�
土木部長　オープンガーデンは、
庭を公開する者同士はもちろんの

こと、見学に来られる方とのふれ
あいなど、コミュニティの手法と
しても注目されている。本市でも、
緑化協会において、今年の秋ごろ
までに募集を行い、「川西のオー
プンガーデン」として紹介してい
きたい。�

取り組む考えないか �
「オープンガーデン」活動�「オープンガーデン」活動�公園・�

緑地�
公園・�
緑地�

議員　２１世紀型の社会ニーズに対応
するためには、新しいコミュニティ
の創出が必要となっている。�
　本市では、１６小学校区のうち２校
区でコミュニティ推進協議会が結成
されていないが、コミュニティ政策
の基本的な考え方を伺いたい。�

生活・人権部長　コミュニティづく
りについては、住民の方々が、自主・
自立を目指しつつ進められることを
原理原則としており、市は、コミュ
ニティ意識の啓発や組織づくり、リ
ーダーの養成などに関し側面的に支
援しているところである。�

市の基本的な考え方問う�
コミュニティ政策�コミュニティ政策�コミュ�

ニティ�
コミュ�
ニティ�

議員　本市の市花は、昭和４３年１月
に市民公募により「リンドウ」と決
まったが、市花をご存じない市民も
多いのではないかと思われる。�

　リンドウに愛着を持っていただく
ような努力が必要と考えるが、どの
ような取り組みをしているのか。�
土木部長　市民の方々に市花リンド

ウを知っていただ
くため、毎年、市緑
化協会を通じてリ
ンドウの苗を配布
するとともに、秋
に実施している「市
花リンドウコンク
ール」への参加を
呼びかけている。�
　今後とも、市民
の皆さんに親しん
でいただけるよう、
リンドウの育成や
啓発に努めていく
考えである。�

育成 や 啓 発 の 状 況 は �
市花「リンドウ」�市花「リンドウ」�公園公園・�

緑地緑地�
公園・�
緑地�

福祉�「第2期介護保険事業計画」�



一般会計（教育費）補正予算を可決�
文教公企常任委員会�学校図書館 書誌データベース化の委託料�

古紙配合率100％再生紙を使用しています�
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非常勤消防団員 退職報償金支給条例を一部改正�
総務常任委員会�一般会計（歳入）補正予算を審議�

問�

答�

問�

答�

　今期定例会の常任委員会で審査された議案は、総務委員会１件、総務
委員会と文教公企委員会に分割付託された補正予算案１件の計２件です。�
　ここでは、各委員会の審査における質疑などの一部について、その要
旨を掲載しています。�

問�

答�

議会が議決すべき事項は�

より詳しい市議会情報を提供します�

■川西市非常勤消防団員に係る退職
報償金の支給に関する条例の一部
を改正する条例の制定について�
　本案は、「消防団員等公務災害補
償等責任共済等に関する法律施行令」

の一部改正に伴い、消防団員の処遇

改善を図るため、階級や勤務年数に

応じた退職報償金の支給額を、勤務

年数５年以上10年未満の団員で現行

14万円から14万2000円に、勤務年数

30年以上の団長で現行92万5000円か

ら92万7000円にするなど、各区分ご

とに引き上げるものである。�

近年の消防団員の退団状況や、
消防団員数の推移を伺いたい。�

消防団員の退団状況は、年度
によって多少ばらつきはある

ものの、１年間で平均１５名から１６名
程度の方が退団されている。�
　また、消防団員数の推移について
は、退団員数に見合う形での入団が
あることから、本市では、消防団の
定員を大きく割るという状況は発生
していない。�
■平成15年度川西市一般会計補正
予算（第１回）〈分割付託〉�
今回、雇用を創出するための
「緊急地域雇用特別交付金」

として２４０６万６０００円が追加されよう
としているが、平成１１年度から実施
されている「緊急地域雇用創出特別
交付金事業」は、雇用期間が原則６
カ月未満とされているなど、執行上
の条件が付けられているが、こうし
た条件等の改善へ向けた国等への働
き掛けについて伺いたい。�

緊急地域雇用創出特別交付金
事業の執行上の条件は、現在、

事業費に占める人件費の割合がおお
むね８割以上、失業者の雇い入れ割
合がおおむね４分の３以上、雇用期間
が原則６カ月未満などとなっている。�
　市としては、これら条件の緩和等
について、特に国や県への働き掛け
は行っていないものの、平成１１年度
の事業開始以降に、執行上の条件は
徐々に緩和されていると聞き及んで
いる。�

�

■平成15年度川西市一般会計補正
予算（第１回）〈分割付託〉�
今補正では、雇用創出を目的
とした緊急地域雇用特別交付

金を活用して、小・中学校における

図書館の書誌をデータベース化され
ようとしているが、当該事業の実施
に伴う雇用人数や、今後のデータベ
ースの活用方法について伺いたい。�

今回の事業の雇用人数につい
ては、事業を委託する事業者

に１６名を採用していただく予定であ
る。�
　また、現在、学校図書館では、紙
ベースで図書の貸し借り業務や蔵書
管理などを行っているが、今回のデ
ータベース化に伴い、これらの業務
がより迅速に行えるほか、生徒がど
のような本を好んでいるかなどもわ
かり、また、新規図書購入の際にも
参考になると考えている。�

　６月19日に開催
された「第79回全
国市議会議長会定
期総会」におい
て、本市から次の
議員が表彰されま
した。�
　これを受け、６
月30日の第３回市
議会定例会最終日
に、議長から表彰
の報告が行われま
した。�

15年表彰�
　中　礼　思無哉�

　川西市議会では、本会議は
もとより、議会運営委員会を
はじめ、常任・特別委員会な
ど、すべての会議を公開して
います。�
　これらの会議では、皆さん
の日常生活に関わりの深い重
要な事柄が審議・審査されて
います。�
　市の方針や議会活動を知る
よい機会ともなりますので、
ぜひ傍聴にお越しください。�
　なお、次の定例会は、９月
上旬から開かれる予定です。�
　これらの会議の開催日程等
については、市議会事務局に
お問い合わせください。�

傍聴にお越しください�

［TEL：740-1255］�

■全員賛成■�

〈条例の一部改正〉�
○川西市非常勤消防団員に係る退
職報償金の支給に関する条例
（総務）�

〈補正予算〉�
○平成15年度川西市一般会計第１
回補正（総務・文教公企）�

〈その他〉�
○専決報告　平成15年度川西市国
民健康保険事業特別会計第１回
補正�

○専決報告　平成15年度川西市老
人保健事業特別会計第１回補正�
○市功労者表彰＝４件�
○公平委員会委員の選任�
○農業委員会委員の推薦�

【選　　挙】�

○選挙管理委員会委員�
○選挙管理委員会委員補充員�

【請　　願】�

■採　　択■�

○『義務教育費国庫負担制度の堅
持』を求める請願書�

○『教育予算の充実』を求める請
願書�

【市長からの報告】�

○平成14年度川西市一般会計予算
の繰越明許費繰越し�
○平成14年度川西市一般会計予算
の事故繰越し�
○平成14年度川西市下水道事業特
別会計予算の繰越明許費繰越し  �
○平成14年度川西市下水道事業特
別会計予算の事故繰越し 
【注】（　）は付託された委員会です。�

審 議 案 件�

　川西市議会には、四つの「常任委員会」
があります。常任委員会は、本会議で議案
や請願などを審議する前に、専門的、効果
的に審査するため、予備的審査を行うほか、
行政事務に関する調査をします。�
　常任委員会が、審査や調査を所管（担当）
する範囲は、川西市議会の場合、市の行政
組織をもとに、次のように決められています。�

常任委員会の所管（担当）範囲は�常任委員会の所管（担当）範囲は�

厚 生 経 済 �
常任委員会�
の所管範囲�

建 設 �
常任委員会�
の所管範囲�

文 教 公 企 �
常任委員会�
の所管範囲�

総 務 �
常任委員会�
の所管範囲�

※他の常任委員会の　　�
　所管範囲に属さないもの�

　川西市議会のホームページは、平成９年１２月
から公開しています。�
　その後、市民の皆様に、議案などの審議の模
様をお知らせするため、本会議や委員会の会議
録をインターネット配信するための検討を進め
てきましたが、本年８月１日から、いよいよ開
始することとなりました。また、これに併せて、
ホームページの内容の見直しも行っています。�
　そのため、市議会だよりの編集発行に関する
協議をしてきた「市議会だより編集委員会」で、
ホームぺージの内容等の協議も併せて行うこと
とし、その名称も「市議会広報委員会」に改め
ることにしました。�
　今後とも、市議会だよりやホームページの内

容などに検討を加えながら、皆様方への情報提
供に努め、『開かれた市議会』を目指していき
たいと思います。�
�
＜新しいホームページは？＞�

　新しいホームページの内容は、従来の内容に
加え、議員の当選回数などを掲載した「議員名
簿」、一般的に会派といわれる「交渉団体の名
簿」、あるいは、本会議での「一般質問の項目」
や「議案名」などを掲載いたします。�
�
＜会議録検索システムは？＞�

　会議録検索システムは、平成１３年６月以降に
開催された本会議や委員会の会議録について、

検索することができます。�
　検索機能は、任意の言葉を入力して検索する「簡
易検索」と、一般質問や議案等の一覧表などか
ら検索する「項目検索」の二とおりを備えてい
ます。�

※上記画面は市のホームページ（http: // www. city. kawanishi. 
hyogo. jp）からご覧いただけます。�


